
京都文教短期大学・幼児教育学科・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

４４３０５

基盤研究(C)（一般）

2022～2019

幼児期から児童期の子供の身体活動量、座位行動と認知・非認知機能に関する縦断研究

A longitudinal study of physical activity, sedentary behavior, and cognitive 
function and non-cognitive function in Early Childhood to Childhood

１０５３７９８９研究者番号：

田中　真紀（TANAKA, Maki）

研究期間：

１９Ｋ１１５９０

年 月 日現在  ５   ６ ２９

円     3,400,000

研究成果の概要（和文）：本研究では幼児期から児童期にかけての身体活動量，座位行動，認知機能および非認
知機能について横断的および縦断的に検討した．先ず，年長児を対象に連続横断的に検討した結果，全ての調査
項目に有意な差はみられなかった．次に，追跡調査による縦断分析の結果，幼児期と比較して児童期では，座位
行動とスクリーンタイムの時間が有意に増加し，軽強度活動時間と睡眠時間が有意に減少した．また非認知機能
については，屋外でのスポーツや遊びの実施頻度が減少すると，児童期の非認知機能に有意な低下が見られた．
なお，児童期は新型コロナウイルス感染症の流行期であったため，行動制限などの影響が考えられる．更なる研
究が必要である．

研究成果の概要（英文）：This study aimed to evaluate changes in physical activity, sedentary 
behavior, cognitive function, and non-cognitive function between early childhood and childhood using
 cross-sectional and longitudinal data. Regarding the cross-sectional study on young children, no 
significant differences in all survey items were found. Considering the longitudinal data analysis 
with follow-up, there was a significant increase in time spent on sedentary behavior and screen and 
significant decrease in light-intensity physical activity and sleep in childhood compared with early
 childhood. Children with decreased frequency of outdoor sports and play had significantly lower 
non-cognitive function during childhood. Since childhood was during the epidemic period of 
coronavirus disease 2019, the results of the longitudinal study may have been influenced by 
behavioral restrictions and other factors. Further research is warranted.

研究分野： 応用健康科学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では日本における幼児期から児童期への移行期間の身体活動量や座位行動の実態とその変動要因を明らか
にするために，縦断研究を実施した．児童期は年長児に比較して，座位行動とスクリーンタイムの時間が有意に
増加し，軽強度活動時間と睡眠時間が減少した．さらに移行期間に屋外でのスポーツや遊びが減少した児童の非
認知機能が有意に低かった．追跡調査による児童期の座位行動，軽強度活動，睡眠時間の悪化は，環境を通して
行われる教育から学習指導要領に沿って行われる教育への移行によって生じる日常生活の変化による可能性が示
唆された．なお，児童期は新型コロナウイルス感染症の流行期であったため，更なる研究が必要である．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
諸外国における身体活動量の縦断研究では，身体活動量の著しい低下が，幼児期から児童期へ

の移行期間中に起こることが報告されている（Jauregu et al．2011）．一方，子供・青少年の座
位行動の縦断研究に関するレビューによると，加速度計を用いて客観的に評価した座位時間に
ついて，就学前の幼児期のみ減少が見られ，児童期以降は，一年あたり約 30 分の増加が報告さ
れている(Tanaka et al．2014)．子供時代の身体活動が成人してからの身体活動への持ち越し効
果から考えると，座位時間を短くする生活習慣の改善には，幼児期と児童期が重要な時期と考え
られる(Telama. 2009)． 
幼児期と児童期への移行期間中の身体活動量と座位時間に関する先行研究のほとんどは，欧

米や豪州の報告（Taylor et al．2013）であり，日本の学校教育制度とは異なる．教育内容の差
異に加え，小学校での義務教育は日本より一年早い 5歳から始まる国もある．また，日本の小学
生の通学手段は 94％が徒歩などの活動的な移動手段となっており，この割合は諸外国と比べる
と高い（Tanaka et al．2016）．このように，学校教育制度や生活環境が異なることから，諸外
国の結果をそのまま日本に当てはめることは難しい． 
幼児期から児童期の子供においても成人と同様に，長時間の座位行動が身体活動と独立して

肥満等の健康指標と関連することが報告されている (Tremblay et al．2011)．そのため，世界
保健機関(WHO)をはじめ，諸外国では，幼児期と児童期を対象に座位行動を抑制するためのガイ
ドラインが提唱されている (Canadian society for exercise physiology 2016, World Health 
Organization 2019)．世界 20 か国の比較において，日本の成人の座位時間は最も長いことも示
されており (Bauman et al．2011)，幼児期，児童期からの対策が必要と考えられる． 
幼児期から学童期は，脳が著しく発達する時期であり，これまで認知機能と健康関連指標との

関係が検討され，子供の体力と認知機能の間には正の関係があることが報告されている（東浦, 
2016）．一方，近年，認知機能に加えて，やる気，忍耐力，自制心，他者との協力といった非認
知能力の重要性が示されるようになっている（Heckman and Rubinstei．2001）． 
 
２．研究の目的 
本研究では，以下 2点を目的とした. 

【目的 1】幼児期および児童期の日常生活全般の身体活動量および座位行動の実態や変動要因を
探索的に検討すること. 
【目的 2】幼児期から児童期にかけて，日常生活全般の身体活動量および座位行動と，認知機能
などとの関係を縦断的に検討すること. 
 
３．研究の方法 
（1）研究目的 1 
対象者は研究協力の得られた東京都の 3つの幼稚園に通う年長児の男女幼児とし，１年目，2

年目ともに同じ幼稚園から参加者を募った．対象者は 3 軸加速度計を腰部に週末を含む 7 日間
継続して装着した．座位行動，軽強度活動，中高強度活動のカットポイントは，Pate ら（2006）
を参考に算出した．“0”カウントが連続して 20 分以上見られた場合を非装着時間と定義した
（Cliff et al．2009）．これには子供の入浴，シャワーおよび水泳のために装置を外した時間が
含まれる．加速度計のデータは少なくとも 4日間，一日あたり 6時間以上の装着がある対象者の
みを分析対象とした．また，スクリーンタイムおよび睡眠時間は，対象者の保護者を対象に，質
問紙を用いて調査した．スクリーンタイムは，テレビやビデオなどの視聴時間，電子ゲームをす
る時間，パソコンを使用する時間を合わせた一日当たりの総時間を尋ねた．睡眠時間は就寝時刻
と起床時刻より睡眠時間を算出した.認知機能検査は，認知的柔軟性（課題の変化に柔軟に対応
する機能），作業記憶（一時的に情報を保持し, 適切に制御する機能）および抑制機能（不要な
情報を無視することや不要な動作・行動を行わず注意を維持する機能）について，幼児用に開発
された Early Years Toolbox アプリケーションを，iPad を用いて各々実施した．なお，アプリ
ケーションは和訳したものを使用し，Howard and Melhuish（2017）の報告に基づき評価した．
身体的特徴として身長と体重を計測した．身長および体重から body mass index : BMI（kg/m2）
を算出した．横断研究では，従属変数を身体活動量，座位行動，認知機能，睡眠時間，スクリー
ンタイム, 固定因子を調査年度（1年目，2年目），共変量を幼児の性別，学校，BMI，加速度計
の装着時間とした共分散分析を用いて検討した．  
 
（2）研究目的 2 
縦断研究に関しては，1 年目の調査対象者のうち，翌年に小学校に進学した児童を対象として，

研究目的１と同じ調査項目を実施した．ただし，小学校での認知機能検査については新型コロナ
ウイルス感染拡大の影響により，学校長が学外からの訪問者を控えたため調査ができなかった．
児童のデータについては，座位行動，軽強度活動，中高強度活動のカットポイントは，Evenson
ら（2008）を参考に算出した．さらに，幼児期および児童期における歩数についても算出した．
縦断調査による幼児期と児童期の日常生活全般の身体活動量，座位行動，スクリーンタイム，睡



眠時間との関係について，対応のあるｔ検定を用いて検討した．また，非認知機能に関しては，
Goodman(1997)による Strengths & Difficulties Questionnaires の日本語版(Matsuishi et al. 
2008)の質問紙を使用し，1年目，2年目ともに保護者に回答を求め，得点化した．さらに，2年
目の調査では，幼児期から児童期における屋外でのスポーツや遊びの実施頻度の変化を保護者
に尋ねた．分析は，従属変数を非認知機能得点，独立変数を調査年度（1年目，2年目），幼児期
から児童期にかけての歩数の変化量（減少群/増加群），座位行動の変化量（減少群/増加群），屋
外活動の実施頻度の変化（減少群/変化なし群/増加群）とした線形混合モデルの二要因分散分析
を実施した． 
 
４．研究成果 
1 年目に測定した年長児と 2 年目に 1 年目と同じ幼稚園で測定した年長児のデータについて，

共分散分析を用いて横断的に反復分析した結果，軽強度活動時間，中高強度活動時間，座位行動
時間，認知機能，スクリーンタイム，および睡眠時間との間には有意な差はみられなかった．  
追跡調査による縦断分析の結果，幼児期の測定時と比較して児童期では，中強度活動時間に有

意な差はみられなかった.しかし，座位行動とスクリーンタイム時間が有意に増加し，軽強度活
動時間と睡眠時間が有意に減少した.縦断分析により観察された幼児期から児童期の軽強度の身
体活動量と睡眠時間の低下，座位行動の増加は，環境を通して行われる幼児教育から学習指導要
領に沿って行われる教育への移行によって生じる学習面や行動面における日常生活の変化によ
る可能性が示唆された．また，非認知機能に関しては，歩数，座位行動および屋外でのスポーツ
や遊びの実施頻度の変化量との関係について二要因分散分析を用いて縦断的に検討した．その
結果，歩数や座位行動の変化量と非認知機能との間に有意な主効果や交互作用はみられなかっ
た．しかし屋外での活動頻度と調査年度に交互作用が認められ，幼児期から児童期に屋外でのス
ポーツや遊びの実施頻度が減少した子供は，幼児期に比較して児童期の非認知機能が有意に低
かった．本研究における児童期の調査時は新型コロナウイルス感染症の流行期であったことか
ら，縦断研究の結果については，行動制限やマスク装着による授業内容，家庭での過ごし方等の
影響も否定はできない．今後，更なる研究が必要である． 
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